
議案第95号

三朝町国民健康保険税条例の一部改正について

次のとおり三朝町国民健康保険税条例の一部を改正することについて､地方自治法(

昭和2 2年法律第6 7号)第96条第1項の規定により､本議会の議決を求める｡

平成14年12月12日

三　朝　町　長　　吉　　田　　秀　　光

平射4引2㍍ 7日原審可決
三朝町鼠会議長藤薄

三朝町条例第　　号

三朝町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

三朝町国民健康保険税条例(昭和45年三朝町条例第19号)の一部を次のように改正

する｡

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項(以下｢移動項｣という｡)に対応

する同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項(以下｢移動後項｣という｡)が存

在する場合には､当該移動項を当該移動後項とし､移動項に対応する移動後項が存在し

ない場合には､当該移動項(以下｢削除項｣という｡)を削り､移動後項に対応する移動

項が存在しない場合には､当該移動後項(以下｢追加項｣という｡)を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(項の表示及び削除項を除く｡以下｢改正

部分｣という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分(項の表示及び追加

項を除く｡以下｢改正後部分｣という｡)が存在する場合には､当該改正部分を当該改正

後部分に改め､改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､当該改正部分を



削り､改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､当該改正後部分を加える｡

改　　　正　　　後

(国民健康保険の被保険者に係る所得割

額)

第3条　前条第2項の所得割額は､賦課期

日の属する年の前年の所得に係る地方税

法(昭和25年法律第226号｡以下｢法

｣という｡)第314条の2第1項に規定

する総所得金額

山林所得金額の合計額から同条第2項

の規定による控除をした後の総

所得金額及び山林所得金額の合計額(第

6条及び第11条第1項において｢基礎

控除後の総所得金額等｣という｡)に100

分の6.8を乗じて算定する｡

改　　　正　　　前

(国民健康保険の被保険者に係る所得割

額)

第3条　前条第2項の所得割額は､賦課期

日の属する年の前年の所得に係る地方税

法(昭和25年法律第226号｡以下｢法

｣という｡)第314条の2第1項に規定

する総所得金額_ (総所得金額中に給与所

得が含まれている場合においては､当該

給与所得については､所得税法(昭和40

年法律第33号)第28条第2項の規定に

よって計算した金額から当該給与所得に

昼る亜入金額の100分の5の金額(その

金額が2万円を超えるときは､ 2万円)

を控除した金額によるものとする｡)及び

山林所得金額の合計額から法第314条の

2_第2項の規定による控除をした後の総

所得金額及び山林所得金額の合計額(第

6条及び第11条第1項において｢基礎

控除後の総所得金額等｣という｡)に100

分の6.8を乗じて算定する｡

旦　前項の場合における法第314条の2第

1項に規定する総所得金額又は山林所得

金額の計算については､法第313条第3

項､第4項又は第5項の規定を適用せず

､また､所得税法第57条第1項､第3

項又は第4項の規定の例によらないもの



之　前項の　場合における法第314条の2

第1項に規定する総所得金額又は山林所

得金額を算定する場合においては､法第

313条第9項中雑損失の金額に係る部分

の規定を適用しないものとする｡

第4条～第13条　略

(国民健康保険税に関する申告)

第14条　国民健康保険税の納税義務者は

､ 4月15日まで(国民健康保険税の賦課

期日後に納税義務が発生した者は､当該

納税義務が発生した日から15日以内)に

､当該納税義務者及びその世帯に属する

被保険者の所得その他町長が必要と認め

る事項を記載した申告書を町長に提出し

なければならない｡ただし､当該納税義

務者及びその世帯に属する被保険者の前

年中の所得につき法第317条の2第1項

の申告書が町長に提出されている場合又

は当該納付義務者及びその世帯に属する

被保険者が同項ただし書(法附則第35

条の2の4第2項の規定により読み替え

て適用される場合を含む｡)に規軍する

登___(睦迎j地上迦

条例で定める者を除く｡)である場合

においては､こ

の限りでない｡

附　則

とする｡

旦　第1項の場合における法第314条の2

第1項に規定する総所得金額又は山林所

得金額を算定する場合においては､法第

313条第9項中雑損失の金額に係る部分

の規定を適用しないものとする｡

第4条～第13条　略

(国民健康保険税に関する申告)

第14条　国民健康保険税の納税義務者は

､ 4月15日まで(国民健康保険税の賦課

期日後に納税義務が発生した者は､当該

納税義務が発生した日から15日以内)に

､当該納税義務者及びその世帯に属する

被保険者の所得その他町長が必要と認め

る事項を記載した申告書を町長に提出し

なければならない｡ただし､当該納税義

務者及びその世帯に属する被保険者の前

年中の所得につき法第317条の2第1項

の申告書(当該納税義務者及びその世帯

に慮する被保険者のすべてが法第317条

の2第1項に規定する給与所得以外の所

得又は公的年金等に係る所得以外の所得

を有しなかった者である場合には､法第

317条の6第1項又は第3項の給与支払

報告書又は公的年金等支払報告書) _が町

長に提出されている場合においては､こ

の限りでない｡

附　則



(公的年金等に係る所得に係る国民健康

保険税の課税の特例)

2　当分の間､世帯主又はその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者が､前年中に

所得税法(昭和40年法館第33号)第35

条第3項に規定する公的年金等に係る所

得について同条第4項に規定する公的年

金等控除額(年齢65歳以上である者に

係るものに限る｡)の控除を受けた場合に

おける第13条第1項　　　　　の規定

の適用については､同項

中｢法第703条の5第1項に

規定する総所得金額｣とあるのは｢法第

703条の5第1項に規定する総所得金額

(所得税法第35条第3項に規定する公

的年金等に係る所得については､同条第

2項第1号の規定によって計算した金額

から15万円を控除した金額によるもの

とする｡)｣とする｡

(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の

課税の特例)

(公的年金等に係る所得に係る国民健康

保険税の課税の特例)

2　当分の間､世帯主又はその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者が､前年中に

所得税法　　　　　　　　　　　第35

条第3項に規定する公的年金等に係る所

得について同条第4項に規定する公的年

金等控除額(年齢65歳以上の　　者に

係るものに限る｡)の控除を受けた場合に

おける第3条及び第13条第1項の規定

の適用については､第3条中｢第314条

の2第1項に規定する総所得金額｣と

あるのは｢第314条の2第1項に規定す

る総所得金額(所得税法(昭和40年法

律第33号)第35条第3項に規定する公

的年金等に係る所得については､同条第

2項第1号の規定によって計算した金額

から17万円を控除した金額によるもの

とし､｣と､ ｢所得税法(昭和40年法律

第33号)｣とあるのは｢同法｣とし､第

13条第1項中｢法第703条の5第1項に

規定する総所得金額｣とあるのは｢法第

703条の5第1項に規定する総所得金額

(所得税法第35条第3項に規定する公

的年金等に係る所得については､同条第

2項第1号の規定によって計算した金額

から15万円を控除した金額によるもの

とする｡)｣とする｡

(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の

課税の特例)



3　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第34条第1項

の譲渡所得を有する場合における塞旦塵

及び第13条第1項

の規定の適用については､第3条第1項

中｢及び山林

所得金額｣とあるのは｢及び山林所得金

額並びに法附則第34条第1項に規定す

る長期譲渡所得の金額から同項の規定に

より適用される長期譲渡所得の特別控除

額を控除した残額に相当する金額｣と､

｢同条第2項｣とあるのは｢法第314条

の2第2項｣と､同条第2項中｢又は山

林所得金額｣とあるのは｢若しくは山林

所得金額又は法附則第34条第1項に規

定する長期譲渡所得の金額｣と､第13

条第1項中｢及び山林所得金額｣とある

のは｢及び山林所得金額並びに法附則第

34条第1項に規定する長期譲渡所得の

金額｣とする｡_

(短期譲渡所得に係る国民健康保険税の

課税の特例)

4　前項の規定は､世帯主又はその世帯に

属する国民健康保険の被保険者が法附則

第35条第1項の譲渡所得を有する場合

について準用する｡この場合において､

前項中｢法附則第34条第1項｣とあるの

は｢法附則第35条第1項｣と､ r長期譲

渡所得の金額｣とあるのは｢短期譲渡所

得の金額｣と､ ｢長期譲渡所得の特別控除

3　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第34条第1項

の譲渡所得を有する場合における墓旦塵

第1項及び第3項並びに第13条第1項

の規定の適用については､これらの規定

(第3粂第3項を除く｡)中｢及び山林

所得金額｣とあるのは｢及び山林所得金

額並びに法附則第34条第1項に規定す

る長期譲渡所得の金額｣と､第3条第3

項

林所得金額｣とあるのは｢若しくは山林

所得金額又は法附則第34条第1項に規

定する長期譲渡所得金額｣とする｡

(短期譲渡所得に係る国民健康保険税の

課税の特例)

4　前項の規定は､世帯主又はその世帯に

属する国民健康保険の被保険者が法附則

第35条第1項の譲渡所得を有する場合

について準用する｡この場合において､

前項中｢法附則第34条第1項に規定す

る長期譲渡所得の金額｣とあるのは､ ｢

法附則第35条第1項に規定する短期譲

渡所得の



額｣とあるのは｢短期譲渡所得の金額か

ら控除する金額｣と読み替えるものとす

るo

(株式等に係る譲渡所得等に係る国民健

康保険税の課税の特例)

5　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第35条の2第

1項の株式等に係る譲渡所得等を有する

場合における第3条及び第13条第1項

の規定の適用については､第3条第1項

中

｢及び山林所得金額｣とあるのは｢及び

山林所得金額並びに法附則第35条の2

第1項に規定する株式等に係る譲渡所得

等の金額｣と､ ｢同条第2項｣とあるの

は｢法第314条の2第2項｣と､同条第

旦選中r又は山林所得金額｣とあるのは

｢若しくは山林所得金額又は法附則第35

条の2第1項に規定する株式等に係る譲

渡所得等の金額｣と､第13条第1項中

｢及び山林所得金額｣とあるのは｢及び

山林所得金額並びに法附則第35条の2

第1項に規定する株式等に係る譲渡所得

等の金額｣とする｡

(上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除

に係る国民健康保険税の課税の特例上

旦　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第35条の2の

6第7項において準用する同条第1項の

規定の適用がある場合における前項の規

金額｣と読み替えるものとす

る｡

(株式等に係る譲渡所得等に係る国民健

康保険税の課税の特例)

5　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第35条の2第

1項の株式等に係る譲渡所得等を有する

場合における第3条及び第13条第1項

の規定の適用については､これらの規定

(第3条第2項及び第3項を除く｡)中

｢及び山林所得金額｣とあるのは｢及び

山林所得金額並びに法附則第35条の2

第1項に規定する株式等に係る譲渡所得

等の金額｣と､第3粂第2項及び第3項

中｢又は山林所得金額｣とあるのは

｢若しくは山林所得金額又は法附則第35

条の2第1項に規定する株式等に係る譲

渡所得等の金額｣とする｡



定の適用については､同項中｢株式等に

係る譲渡所得等の金額｣とあるのは､ ｢

株式等に係る譲渡所得等の金額(法附則

第35条の2の_6_第7項において準用す

る同条第1項の規定の適用がある場合に

は､その適用後の金額)｣とする｡__

(特定中小会社が発行した株式に係る譲

渡損失の繰越控除等に係る国民健康保険税

の課税の特例)

ヱ　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第35条の3第

12項において準川する同条解こう項の規

定の適用がある場合における象互選の規

定の適用については､同項中｢株式等に

係る譲渡所得等の金額｣とあるのは｢株

式等に係る譲渡所得等の金額(塗魁匙

第35条の3第12項において準用する第

旦選の規定の適用がある場合には､その

適用後の金額)｣とする｡

(商品先物取引に係る雑所得等に係る国

民健康保険税の課税の特例)

旦　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第35条の4第

1項の事業所得又は雑所得を有する場合

における第3条及び第13条第1項の規

定の適用については､第3条第1項

中｢及

び山林所得金額｣とあるのは｢及び山林

所得金額並びに法附則第35条の4第1

項に規定する商品先物取引に係る雑所得

(特定中小会社が発行した株式に係る譲

渡損失の繰越控除等に係る国民健康保険税

の課税の特例)

旦　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第35条の3第

3項の規定の適用を受ける

場合における前項　の規

定の適用については､同項中｢株式等に

係る譲渡所得等の金額｣とあるのは｢株

式等に係る譲渡所得等の金額(塗坦匙

第35条の3第3項

の規定の適用がある場合には､その

適用後の金額)｣とする｡

(商品先物取引に係る雑所得等に係る国

民健康保険税の課税の特例)

ヱ　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第35条の4第

1項の事業所得又は雑所得を有する場合

における第3条及び第13条第1項の規

定の適用については､これらの規定(第

3条第2項及び第3項を除く｡)中｢及

び山林所得金額｣とあるのは｢及び山林

所得金額並びに法附則第35条の4第1

項に規定する商品先物取引に係る雑所得



等の金額｣と､ ｢同条第2項｣とあるの

蛙_r法第314条の2第2項｣と､同条第

旦適中｢又は山林所得金額｣とあるのは

｢若しくは山林所得金額又は法附則第35

の4第1項に規定する商品先物取引に係

る雑所得等の金額｣と､第13条第1項中

｢及び山林所得金額｣とあるのは｢及び
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第1項に規定する商品先物取引に係る雑

所得等の金額｣とする｡ __

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る

国民健康保険税の課税の特例)

旦　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第33条の3第

1項の事業所得又は雑所得を有する場合

における第3条及び第13条第1項の規

定の適用については､

中｢及

び山林所得金額｣とあるのは｢及び山林

所得金額並びに法附則第33条の3第1

項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額｣と_,__｢同条第2項｣とあるのは｢

津第314条の2第2項｣と､同条第2項

中｢又は山林所得金額｣とあるのは｢若

しくは山林所得金額又は法附則第33条

の3第1項に規定する土地等に係る事業

所得等の金額｣と､第13条第1項中｢

及び山林所得金額｣とあるのは｢及び山

林所得金細並びに法附則墓地旦第

等の金額｣と､第3条第2項及び第3項

中｢又は山林所得金額｣とあるのは

｢若しくは山林所得金額又は法附則第35

の4第1項に規定する商品先物取引に係

る雑所得等の金額｣とする｡

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る

国民健康保険税の課税の特例)

旦　世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者が法附則第33条の3第

1項の事業所得又は雑所得を有する場合

における第3条及び第13条第1項の規

定の適用については､これらの規定(第

3条第2項及び第3項を除くJ　中｢及

び山林所得金額｣とあるのは｢及び山林

所得金額並びに法附則第33条の3第1

項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額｣と､第3条第2項及び第3項

中｢又は山林所得金額｣とあるのは｢若

しくは山林所得金額又は法附則第33条

の3第1項に規定する土地等に係る事業

所得等の金額｣とする｡


